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　新市の財政計画は、合併後１０年間の財政運営の指針として、歳入・歳出の各項目ごとに現況及び過去

の実績等に基づく基本的な歳入・歳出に加え、まちづくり計画に基づく事業分、住民負担・サービス水準

に関する調整分、合併に伴う経費節減分、国・県による財政支援分などを反映させると同時に、今後も健

全な財政運営を行うことを基本に、普通会計ベースで算定したものです。

　項目ごとの主な内容は次のとおりです。

１）歳入

①　地方税

過去の実績及び人口推移を基にした回帰式により推計しています。

②　地方譲与税

平成１０～１４年度決算額の平均で推移するとしています。

③　利子割交付金

平成１４年度の実績ベースで推移するとしています。

④　地方消費税交付金

平成１０～１４年度決算額の平均で推移するとしています。

⑤　ゴルフ場利用税交付金

非課税対象者の増加による減額を考慮し、平成１４年度実績の１０％減で平成１６年度を見

込み、その後これをベースに推計しています。

⑥　自動車取得税交付金

平成１０～１４年度決算額の平均で推移するとしています。

⑦　地方特例交付金

平成１４年度の実績ベースで推移するとしています。

⑧　地方交付税

普通交付税については、現制度による実績を勘案のうえ、普通交付税の算定の特例（合併

算定替）及び合併直後の臨時的経費や合併特例債に対する普通交付税措置などを考慮しつつ、

平成１７年度～２２年度については２０％減（年約３.３％減）で推移するとしています。

特別交付税については、現制度による実績を勘案のうえ、新市のまちづくりに対する特別

交付税措置などを考慮し推計しています。

⑨　交通安全対策特別交付金

平成１４年度の実績ベースで推移するとしています

⑩　国有提供施設等所在市町村助成交付金

平成７～１４年度の実績ベースで推移するとしています。

⑪　分担金及び負担金

平成１４年度の実績ベースで推移するとしています。

第９章　財政計画

（１）前提条件
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⑫　使用料及び手数料

平成１４年度の実績ベースで推移するとしています。

⑬　国庫支出金

基本的に過去の実績に基づく財源割合からの推計としており、普通建設事業費については

主要事業の積上方式により推計し、また合併に係わる国の財政支援（合併市町村補助金）等も

考慮しています。

⑭　県支出金

基本的に過去の実績に基づく財源割合からの推計としており、普通建設事業費については

主要事業の積上方式により推計し、また合併に係わる県の財政支援（合併特例交付金）等も考

慮しています。

⑮　財産収入

平成１０～１４年度決算額の平均で推移するとしています。

⑯　寄附金

平成７～１４年度の平均を基本として、特殊要因分を除いた額で推移するとしています。

⑰　繰入金

単年度収支で不足が生じる年度については、基金から繰り入れています。

⑱　諸収入

平成１４年度の実績ベースで推移するとしています。

⑲　地方債

主要事業の財源（通常債、合併特例債等）に充当されているものを積み上げ方式で推計して

います。

２）歳出

①　人件費

特別職・議会議員の減員による経費の額を見込み、また、一般職員分は類似団体を参考に、１

０年後の職員数を想定して推計しています。

②　扶助費

平成１５年度の決算見込額が毎年１％増で推移することを基本とし、生活保護費等の県から

の移行分も合わせて見込んでいます。

③　公債費

合併の前年度までの借入れに伴う償還額に、合併後の合併特例債や新たな地方債の借入れ

などに伴う償還額を見込んでいます。

④　物件費

合併効果を見込み、類似団体の物件費を目標に推計しています。

⑤　維持補修費

平成７年度～１４年度の平均で推移するとしています。

⑥　負担金、補助及び交付金等（補助費等）

平成１５年度の決算見込額ベースで推移するとしています。
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⑦　繰出金

高齢者関連特別会計分とその他の繰出金に分け、高齢者関連特別会計分は高齢者一人当た

りの額に高齢者数を乗じて算出し、その他の繰出金は平成１４年度の実績により推移するとし

ています。

⑧　投資及び出資金・貸付金

平成７年度～１４年度の平均で推移するとしています。

⑨　積立金

合併後の市町村振興のための基金造成による積立分を見込んで推計しています。

また、単年度収支が黒字になった場合は、後年度の財政運営のために、基金に積み立てるも

のとしています。

⑩　普通建設事業費

単独市町の分については、平成１７年度～１９年度は事業の積上げの額とし、平成２０年度

以降は３年間の平均に回帰式を用いて算出しています。また、合併特例債充当事業については、

通常事業に上乗せして推計しています。
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